
 

雇用労働実態調査【事業所】 

概 要

商工労政課 



3.0

0.3

15.8

4.5

8.7

4.8 4.8 5.1

13.1

2.4
1.5

10.4

0.6

11.3

13.7

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

46.6

18.8

2.8 1.9

0.0

20.0

40.0

60.0

60歳 65歳 その他 70歳

定年の年齢定年の年齢定年の年齢定年の年齢

ある

74.7

%

ない

25.3%

定年制定年制定年制定年制

ある

8.3%

ない

91.7%

労働組合の有無労働組合の有無労働組合の有無労働組合の有無

ある

92.6

%

ない

7.4%
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○女性の採用について○女性の採用について○女性の採用について○女性の採用について 

女性の採用については、「積極的に採用している」が 67.5％（２０１事

業所）で最も多く、次いで「あまり積極的には採用していない」が

24.8％（７４事業所）、「女性は採用していない」が 7.7％（２３事業所）

と回答している。 

○高年齢者○高年齢者○高年齢者○高年齢者の雇用についての雇用についての雇用についての雇用について 

高年齢者（60 歳以上）の雇用は、「現在活用している」が 72.5％（２２

４事業所）で最も高く、次いで「活用は考えていない」が 16.8％（５２

事業所）であった。 

○外国人の雇用について○外国人の雇用について○外国人の雇用について○外国人の雇用について    

外国人の雇用については、「これまで雇用したことがない」が 87.4％

（２５６事業所）で最も多く、次いで「過去に雇用したことがあるが、現

在は雇用なし」が 6.5％（１９事業所）、「現在雇用している」が 6.1％

（１８事業所）と回答している。 
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高年齢者の活用を考えていない理由は、 

「雇用に適した職場がない」 

が１５事業所で最も高く、 

次いで「雇用条件にあう 

高齢者がいない」が１３ 

事業所で、「作業効率と 

品質管理で不安」が 

９事業所であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用労働実態調査【事業所の部】雇用労働実態調査【事業所の部】雇用労働実態調査【事業所の部】雇用労働実態調査【事業所の部】    

1. 調査の目的 この調査は、日田市内の事業所及び勤労者の実態を把握

し、勤労者福祉の充実に向けた施策を講じるための基礎資料とすること

を目的とする。 

2. 調査の期日 平成 29 年 12 月 1 日 

3. 調査の対象 無作為に抽出した 1,000 事業所 

        有効回答数 ３３５事業所３３５事業所３３５事業所３３５事業所（（（（33.533.533.533.5％）％）％）％） 

4. 調査の項目 事業所の現況、労働時間、休日休暇制度、育児・介護等

休業制度、企業が求める人材、パートタイム労働者、高齢者の活用、働

きやすい環境づくり、賃金について、採用と離職について、人手不足に

ついて 

5. 調査手段 調査票を事業所に郵送し、返信用封筒にて回収 

○事業所の産業別割合○事業所の産業別割合○事業所の産業別割合○事業所の産業別割合 

回答があった事業所の割合は、「建設業」が 15.8％（５３事業所）と最も

高く、次いで「その他」が 13.7％（４６事業所）、「卸・小売業」が

13.1％（４４事業所）、「医療・福祉」が 11.3％（３８事業所）、「サービ

ス業(宿泊・飲食・生活関連ほか)」が 10.4％（３５事業所）であった。 

○事業所の基本的○事業所の基本的○事業所の基本的○事業所の基本的事項事項事項事項 

労働組合が「ない」事業所は、91.7％（３００事業所）で、就業規則が

「ある」事業所は、92.6％（３００事業所）であった。また、定年制が

「ある」事業所は、74.7％（２４２事業所）で、そのうち「６０歳」の定

年が 46.6％（１５１事業所）であった。 

○障がい者の雇用について○障がい者の雇用について○障がい者の雇用について○障がい者の雇用について 

障がい者の雇用については、「これまで雇用したことがない」が

67.5％（２０１事業所）で最も多く、次いで「現在雇用している」が

20.1％（６０事業所）、「過去に雇用したことがあるが、現在いない」

が 12.4％（３７事業所）と回答している。 

○ワーク・ライフ・バランスに関する支援制度○ワーク・ライフ・バランスに関する支援制度○ワーク・ライフ・バランスに関する支援制度○ワーク・ライフ・バランスに関する支援制度についてについてについてについて    

ワーク・ライフ・バランスに関して実施している項目は、多い順に、

「時間外労働の削減」46.9％（１３８事業所）、「休暇取得の促進」

35.7％（１０５事業所）、「従業員の健康づくり、病気の予防措置・治療

等に関する支援」33.7％（１００事業所）となっている。 

ワーク・ライフ・バランスに取り組む上での問題点としては、全体の

83.9％（１９８事業所）が「人員に余裕がない」と回答しており、次

いで「育児休業などによる代替要員が確保できない」28.0％（６６事

業所）となっている。他方、今のままで問題ないとする回答も 27.5％

（６５事業所）ある。 

○人手不足について○人手不足について○人手不足について○人手不足について    

人手不足を感じている事業所は、全体の 76.7％（２３７事業所）あり、

その事業所のうち、「かなり深刻」が 26.0％（６１事業所）、「深刻」

が 22.1％（５２事業所）であった。 
人手不足への対応は、「従

業員の多能工化・兼任化」

が 34.5％（７７事業所）で、

「業務の一部を外注化」が

16.6％（３７事業所）、「賃

金・処遇など採用条件の改

善」が 16.1％（３６事業所）

となっている。 

障がい者を雇用してい

ない理由としては、

「雇用に適した職場が

ない」が１４４事業

所、「安全が確保でき

ないから」が５５事業

所となっている。 
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回答事業所 

パートタイム労働者を増やす、

もしくは現状維持 

パートタイム労働者

を減らす 

１９９ (100) １９２ (96.5) ７ (3.5) 

 

雇用労働実態調査【事業所の部】雇用労働実態調査【事業所の部】雇用労働実態調査【事業所の部】雇用労働実態調査【事業所の部】その②その②その②その②    

○正社員、契約社員、パートタイム○正社員、契約社員、パートタイム○正社員、契約社員、パートタイム○正社員、契約社員、パートタイム等等等等の年代の年代の年代の年代別別別別割合割合割合割合（臨時・派遣・業務

委託等労働者は、割合が少ないため記載していません。） 

○○○○正社員正社員正社員正社員 

正社員は、概ね男女とも同じバランスで推移しているが、２０代の女性比

率は高くなっている。 

○○○○契約社員・期間従業員等契約社員・期間従業員等契約社員・期間従業員等契約社員・期間従業員等    

契約社員・期間従業員等については、５０代まで低調な男性が、６０代に

４倍以上の割合となっている。また、女性は４０代から徐々に割合が増え

ている。 

○○○○パートタイム労働者パートタイム労働者パートタイム労働者パートタイム労働者 

パートタイム労働者は、１０代と６０代以上の女性の半数を占め高い割合

となっている。男性は、全体的に低い割合となっている。 

○○○○所定所定所定所定労働時間労働時間労働時間労働時間    

所定労働時間は、「40 時間」53.1％（１７２事業所）と最も多く、次に

「48 時間」9.0％（２９事業所）、となっている。 

また、41 時間以上の所定労働時間を定めている事業所を業種別に見ると、

建設業の 27.6％、卸・小売りの 16.1％、電気・ガス・水道等の 8.0％、

農林漁業の 6.9％は、他の業種よりも割合が大きくなっている。 

○パートの１日の平均労働時間○パートの１日の平均労働時間○パートの１日の平均労働時間○パートの１日の平均労働時間    

パートタイム労働者の労働時間は、「５時間以上６時間未満」が

33.5％（６７事業所）で最も高く、次いで「３時間以上５時間未満」が

26.0％（５２事業所）で、「６時間以上７時間未満」」が 20.0％（４

０事業所）であった。 

○パートの○パートの○パートの○パートの週平均週平均週平均週平均労働労働労働労働日数日数日数日数    

パートタイム労働者の週平均労働日数は、「５日」が 51.7％（１０４事業

所）で最も高く、次いで「４日」が 22.9％（４６事業所）で、「３日」が

12.4％（２５事業所）であった。 

○○○○今後のパートタイム労働者の採用について今後のパートタイム労働者の採用について今後のパートタイム労働者の採用について今後のパートタイム労働者の採用について    

パートタイム労働者を増やす、もしくは現状維持する事業所は、１９２事

業所（96.5％）であった。 

○○○○雇用・労働環境についての意見・要望等雇用・労働環境についての意見・要望等雇用・労働環境についての意見・要望等雇用・労働環境についての意見・要望等 

・中小企業にとって人材（正社員）を雇いたいが、社保関係が年々高くなり中小企業にとって最大の負担になっている。 

・最近の一番の問題は人手不足。以前はハローワークに求人票を出すと必ず面接の連絡をいただき採用をすることができていた。ここ 1 年くらいは、

問い合わせや面接の連絡がない状態。時代の流れや今までにない変化が起きていると思われる。 

・とにかく、人材不足が深刻。このままでは、他社との合併か最悪の場合廃業も考えなければいけないかもしれない。 

・新卒採用において高校生は 2 年連続で採用していますが、近年日田出身の大学生の応募者が減少傾向にある。 

・市内に若い人材が残ってくれるような制度が欲しい。大学や専門学校等があれば、労働力も増えると思う。 

・今後、法定以上の看護休暇や介護休暇、育児休業の取得は困難になると思う。地方は若い働き手の確保に必死であるが、今後働き手の少なくなる未来

においては制度の充実する都市部に人員が流出すると思う。企業にもメリットのある制度を考えてほしいと思う。 

・林業の仕事なので、職場は大変きびしい環境だから人手不足で心配。高性能林業機械などを導入して安全で仕事ができる環境作りを図っているが、い

ろいろな手当などはないから人手不足は当たり前だろう。やはり当然の手当て等は必要なので、今後は林業の職場も楽しく仕事ができる環境作りにし

ていく。 

男性 

女性 

男性 

女性 

男性 

女性 


